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増減H21予算案H20予算額

（億円）

▲15355370特別会計

▲27880一般会計

19469450内局

06161核融合研

▲ 5265117高エネ研

▲ 7118125放医研

61,1111,104特別会計

▲20737757一般会計

▲ 131,8481,861原子力機構

Ⅰ．総表

Ⅱ．機関別 （億円）

原子力分野の平成21年度予算案の主要事項 平成２１年度予算案 ： 2,525億円
（平成２０年度予算額 ： 2,614億円）

※運営費交付金中の推計額を含む

（注）四捨五入の関係で合計が一致しないところがある

１．ぶれることなく、重要プログラムを着実に推進１．ぶれることなく、重要プログラムを着実に推進

・高速増殖炉サイクル技術【国家基幹技術】の研究開発の推進

347億円 （290億円）

・高レベル放射性廃棄物の地層処分技術研究開発

87億円 （87億円）

２．先進的な原子力科学技術への挑戦２．先進的な原子力科学技術への挑戦

・ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画等の主導的推進

111億円 （103億円）

・Ｊ－ＰＡＲＣ（大強度陽子加速器施設）の施設供用への対応

148億円 （190億円）

３．原子力の裾野の維持・拡大３．原子力の裾野の維持・拡大

・原子力分野の専門人材育成 2億円 （2億円）

・原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ 8億円 （5億円）

４．立地地域との共生４．立地地域との共生

・地域が主体となって進める持続的発展に向けた取り組みへの支援

138億円 （133億円）

５．放射性廃棄物対策の着実な推進５．放射性廃棄物対策の着実な推進

・研究施設等廃棄物対応（積立金） 43億円 （43億円）

・高レベル・ＴＲＵ廃棄物対応（拠出金） 52億円 （87億円）

平成２１年度予算案のポイント



〈原子力機構の予算推移〉
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旧原子力二法人時代から特殊法人改革等により、相当の合理化を行っ
てきたところ。平成２１年度概算要求においても、徹底的なスリム化、合理
化を継続する。

①事業の見直し、合理化（▲３５億円） （一般・特会）

・高速増殖炉サイクル技術関連研究開発（▲2億円）

・「ふげん」施設維持管理費（▲1億円）

・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ費削減、HP作成費の合理化等（▲0.2億円、▲0.2億円）

・整理合理化・無駄撲滅による事業運営等の徹底的な見直し、

共通経費の合理化等（▲12億円、▲8億円）

②人件費・管理費の削減（▲１１億円）

・平成１７年度定員４３８６人（原研２１５３人、サイクル研２２３３人）を

第１期 中期計画（４．５年）の終了時点で、３９５６人以下に削減する。

徹底的なスリム化、合理化

事業の見直し事業の見直し・合理化・合理化やや固定経費の可能な限りの抑制・削減固定経費の可能な限りの抑制・削減等により、等により、
事業の効率化を実現、事業の効率化を実現、得られた研究開発資源を真に必要な分野へ重点化得られた研究開発資源を真に必要な分野へ重点化

平成 ２１年度予算案 1,848億円（※）

（平成２０年度予算額 1,861億円）
独立行政法人化の趣旨を踏まえ、独立行政法人化の趣旨を踏まえ、徹底的なスリム化・合理化を行うとともに、徹底的なスリム化・合理化を行うとともに、
事業の「選択」と限られた資源の「集中」投入事業の「選択」と限られた資源の「集中」投入を行い、活力ある事業展開を実現する。を行い、活力ある事業展開を実現する。

原子力機構の事業は、国内唯一の先端的な研究開発拠点を軸に、
以下の事業を中心に重点化する。

○ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画及びＢＡ活動を基軸とする
核融合研究開発 125億円 （118億円）

・ＩＴＥＲ計画及びＢＡ活動 98億円 （90億円）

○大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ）を中核拠点とする量子ビーム応用研究
121億円 （116億円）

・大強度陽子加速器施設
83億円 （74億円）

○高速増殖原型炉「もんじゅ」及び高速増殖炉サイクル実用化研究開発
を基軸とする高速増殖炉サイクル技術研究開発（国家基幹技術）

347億円 （290億円）
・高速増殖原型炉「もんじゅ」（開発実証関係）

140億円 （103億円）
・高速増殖炉サイクル実用化研究開発

110億円 （ 82億円）

○地層処分技術の確立に向けた高レベル放射性廃棄物処分研究
87 億円 （87億円）

事業の選択と集中

単位：億円

○低炭素社会の実現に向けた新たな課題への対応
・革新的水素製造技術開発 1億円（0．5億円）

〈原子力機構の予算推移〉
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熱化学法ＩＳプロセス

一般会計 ： 赤色

特別会計 ： 青色

平成２平成２１１年度年度予算案予算案（日本原子力研究開発機構）の概要（日本原子力研究開発機構）の概要 ※政府支出金



平成21年度予算案 ：347億円
（平成20年度予算額） ：290億円
※運営費交付金中の推計額を含む

長期的エネルギー安定供給 ： ウランを数十倍有効利用（２１００年頃は海外から燃料（ウラン）の輸入不要）
地球環境との調和の取れた発展 ： 発電過程で二酸化炭素を放出しない、高レベル放射性廃棄物の量を低減 （軽水炉に比べ約１／４）

実用炉実用炉

炉

再
処
理

燃
料
製
造

実
証
段
階

の
施
設

実
証
段
階

の
炉
等

・経済性の実証

・官民の役割分担

２０２５年頃２０２５年頃

実用実用サイクル施設サイクル施設

２０５０年頃２０５０年頃

（ナトリウム冷却・ループ
型炉の研究開発を実施）

「高速増殖炉サイクル技術の今後１０年程度の間における研究開発に関する基本方針」等を踏まえ着実に推進

原型炉「もんじゅ」原型炉「もんじゅ」

高レベル放射性物質研究施設高レベル放射性物質研究施設

第３開発室で「もんじゅ」のＭＯＸ燃料
等の研究開発を実施

プルトニウム燃料製造施設プルトニウム燃料製造施設

実験炉「実験炉「常陽常陽」」

高速増殖炉サ高速増殖炉サ
イクル実用化イクル実用化
研究開発研究開発

○ エネルギー資源に乏しい我が国において、高速増殖炉サイクル技術を確立することにより、長期的なエネルギー安定
供給を確保することは国の存立基盤をなす重要課題であり、第３期科学技術基本計画において、国家的な大規模プロジェ
クトとして基本計画期間中に集中的に投資すべき基幹技術（国家基幹技術）として位置づけ

○ 国際原子力エネルギー・パートナーシップ（GNEP）構想等を通じて、我が国が先導して高速増殖炉サイクル技術を提案
することで、国際標準化を目指すなど国際競争力を確保する上で重要な技術

国 民間

高速増殖炉サイクル技術高速増殖炉サイクル技術



２．施設概要
○特徴：プルトニウムを燃料とし､燃えた以上のプルトニウムを生産

我が国初の発電する研究開発段階の高速増殖炉
○場所 ：福井県敦賀市
○電気出力：２８万KW（一般の原子力発電所は約１００万KW）
○位置付け：実験炉と実用炉をつなぐ中間段階のもので､

高速増殖炉の実用化のため開発が必要不可欠な原子炉

４．今後の予定

○プラント確認試験及び耐震安全性評価等の結果の確認の後、

安全協定に基づく地元了解を得て、運転再開する予定。
○運転再開後、１０年程度以内を目途に所期の目的を達成。
○国際的な研究開発協力の拠点として整備し、国内外に開かれた

研究開発を実施。

制御棒

原子炉容器

格納容器

蒸
気
発
生
器

蒸気

タービン 発電機

海水

中間熱交換器

冷却材には熱のよく伝わる
液体金属（ナトリウム）を使う １次系ナトリウム ２次系ナトリウム

ナトリウムの熱で水を蒸気
にしてタービンを回す

原子炉で発生した熱は別の系統の
冷却材（ナトリウム）に伝えられる

燃料にはプルトニウムとウランを混
ぜたもの（ＭＯＸ燃料）を使う

高速増殖炉の特徴
３．経緯と現状
昭和５８年 ５月 国による原子炉設置許可
平成 ７年１２月 ナトリウム漏えい事故（以来、約１３年停止中）
平成１７年 ９月 改造工事着手（平成１９年５月完了）
平成１８年１２月 工事確認試験開始（平成１９年８月完了）
平成１９年 ８月 プラント確認試験開始
平成２０年 ２月 燃料に係る原子炉設置変更許可
平成２０年 ３月 原子力安全・保安院に耐震安全性評価を報告

１．目的

エネルギー資源に乏しい我が国においては、軽水炉に比べてウラン

資源の利用効率を飛躍的に高めることができる高速増殖炉サイクル技

術の研究開発を進めることが重要である。

その中核として位置付けられる「もんじゅ」は、原型炉として「発

電プラントとしての信頼性の実証」、「運転経験を通じたナトリウム

取扱技術の確立」を所期の目的としている。

高速増殖原型炉「もんじゅ」
平成２１年度予算案 ：２０４億円
（平成２０年度予算額 ：１８１億円）
※運営費交付金中の推計額を含む
※うち国家基幹技術：１４０億円（１０３億円）



高レベル放射性廃棄物→「地層処分」を基本方針

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業を円滑に進め安全の確

保を図るため、深地層の研究施設等を活用し、深地層の科学的研

究、および地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化

に関する研究開発を実施。これらの研究開発成果を最新の知識

体系として整備し、原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）が行う処

分事業や国の安全規制に反映する。また、深地層の研究施設の

公開等を通じて、国民との相互理解促進へ貢献する。

【地層処分研究開発】 １５億円（２０年度予算：１５億円）
○処分技術や安全評価に関するデータの拡充とモデルの高
度化に関する研究を実施。

○研究成果に基づく知識管理システムの開発。

東海研究開発センター

（イメージ図）

●瑞浪超深地層研究所
(結晶質岩)

●幌延深地層研究所(堆積岩)

（イメージ図）

●地層処分基盤研究施設
●地層処分放射化学研究施設

幌延深地層研究センター

原子力機構の研究開発施設原子力機構の研究開発施設原子力機構の研究開発施設

【地層科学研究】 ７２億円（２０年度予算：７２億円）
○幌延、瑞浪の２つの深地層の研究施設における掘削、調査研
究の継続。

○２１年度は、平成20年４月の国の最終処分の基本方針及び計
画の改定を踏まえ、研究用水平坑道（幌延深度140m、瑞浪深
度300m）を整備し、湧水抑制対策や地下水の挙動等に関する
調査研究を実施。

・幌延深地層研究所 ３３億円（３４億円）

東立坑約１４０ｍ、換気立坑約２５０ｍ （12月末時点）

・瑞浪超深地層研究所 ３４億円（３３億円）

主立坑、換気立坑ともに約３００ｍ （12月末時点）

○火山や断層などによる地層処分への影響を予測・評価
するための研究の実施。

平成21年度予算案 ： ８７億円
（平成20年度予算額 ： ８７億円）

※運営費交付金中の推計額を含む
高レベル放射性廃棄物等の地層処分技術

東濃地科学センター
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熱化学法ＩＳプロセス

概 要

○原子炉からの高温の核熱を利用した、地
球温暖化ガスの発生を伴わない熱化学法
による水素製造技術の開発。

○地球温暖化対策とエネルギー安定供給を
両立しつつ、将来水素を利用する新たな
環境エネルギー産業の創生を促し、日本
の成長に貢献。

平成２１年度予算案 ： １億円
（平成２０年度予算額 ：０.５億円）

※運営費交付金中の推計額を含む
革新的水素製造技術

【革新的技術戦略】（平成20年5月19日総合科学技術会議）
（１）革新的技術によって目指す成長、革新的技術概要

（ⅰ）産業の国際競争力強化、地球温暖化対策技術
・水素エネルギーシステム技術

原子力を用いて、温室効果ガスを排出しない水素製造技術を確立することにより、
地球温暖化対策とエネルギー安定供給を両立

【環境エネルギー技術革新計画】 （平成20年5月19日総合科学技術会議）
※“環境エネルギー技術のロードマップ及び普及シナリオ”において、原子力エネル

ギーを利用した革新的水素製造が位置付けられている。

原子力の核熱利用

○熱化学法ＩＳプロセスによる水素製
造技術の高効率化試験の実施

○高温ガス炉と水素製造システムとの
接続に必要な技術開発等の実施

技術の現状

我が国では、ＩＳプロセスの運転制御法を開
発（特許出願３件）し、2004 年に毎時30 リッ
ター規模の連続水素製造、2005 年に実用材

料（セラミックス）製反応器の試作に成功してお
り、世界をリード。



物質世界の基本法則を探求

・ 質量の起源の謎
裸のクォークは軽いが、ハドロンを
形成すると重くなる。なぜ？

・宇宙創生の起源
ビッグバン直後に物質はどのよう
に創られたのか？

・ 素粒子物理学の標準理論の見直し
と、より高次の理論への展開

ニュートリノの謎の解明

原子核・素粒子物理学

・ 3世代あるニュートリノの質量と混合
の全貌の解明 など

基礎科学の
進展

生命科学の進展
→新薬の開発→難病克服へ

タンパク質

DNA

物質・生命科学研究

産業界を含む幅広い中
性子利用研究の促進

→新産業の創出

J-PARC

神岡町
（K）

（３００ｋｍ）

電子ニュートリノ ミューニュートリノ 東海村
（T）

スーパーカミオカンデ
に向けてニュートリノ
を発出

物質・材料科学の進展
→機能構造の解明
→水素燃料電池開発

水素 酸素

水は排出される

中性子で燃料電池開発の鍵となる高分子電極
膜の構造を調べて最適な材料の開発につなげ
る。

難病に効く創薬、細胞再生・修復技術、化粧品、
農産物育成改良技術に貢献する根幹の分子レ
ベルの細胞、タンパク質等の構造機能の解明。

高感度での水素原子の観測と機能の研究

原子力機構分 高エネ機構分 合計
平成２１年度予算案 ： ８３億円 ６５億円 １４８億円

（平成２０年度予算額 ： ７４億円 １１７億円 １９０億円）
※運営費交付金中の推計額を含む

○日本原子力研究開発機構と高エネルギー加速器研究機構が両者のポテンシャルを活かし､共同して加速器
計画を推進(建設地：茨城県東海村) 。

スーパー
カミオカンデ

（T2K実験）

ニュートリノを検出

-------------- to --------------

原子核・素粒子実験施設

3 GeV 
シンクロトロン

リニアック

ニュートリノ実験施設

50 GeV 
シンクロトロン

物質・生命科学
実験施設

（1）世界最大強度の中性子源を用いて21世紀の物質･
生命科学研究を展開し、経済・社会の発展に貢献。

（2）K中間子、ニュートリノ等の二次粒子を用いて、自然
界の基本原理を探求する原子核・素粒子物理学を展
開。

（3）平成21年度においては、20年度より開始する各実験
施設におけるビーム供用を着実に実施（※）する。
また、幅広い利用者のニーズに応える施設（中性子
利用実験装置）を整備すると共に、研究等の加速に
貢献するリニアックビーム増強を引き続き行う。

（※ニュートリノ実験施設は平成21年度よりビーム供用開始）

大強度陽子加速器施設（Ｊ大強度陽子加速器施設（Ｊ--ＰＡＲＣ）によるＰＡＲＣ）による

物質・生命科学及び原子核・素粒子物理学研究の推進物質・生命科学及び原子核・素粒子物理学研究の推進



○環境問題とエネルギー問題を同時に解決する核融合エネルギーの実現を目指して、ＩＴＥＲ（国際熱
核融合実験炉）計画と幅広いアプローチ（ＢＡ）活動を国際協力の下で戦略重点科学技術として実施。

○国際的に合意されたスケジュールに沿って、両事業を着実に推進。
○幅広いアプローチ協定は平成１９年６月、ＩＴＥＲ協定は同年１０月に発効。これらに伴い、
平成２１年度は我が国が調達を担当する機器の製作や研究開発活動が一層本格化。

平成２１年度予算案 ： １１１億円
（平成２０年度予算額 ： １０３億円）

概 要

・資金拠出
・機器等の物納
・人員の派遣

◇国際熱核融合実験炉研究開発費補助金
62億円（46億円）

ITER計画：
51億円
(47億円)

幅広いアプ
ローチ活動：

60億円
(56億円)

ＩＴＥＲの建設・運転主体である国際機関であ
るＩＴＥＲ機構（機構長:池田要氏)の運営に必要
な経費。

協定上、参加各極が分担を義務づけられている
(日本：9.1％)。

②幅広いアプローチ活動の推進に係る経費 24億円（13億円)

・幅広いアプローチ活動に関する研究開発に係る経費

・幅広いアプローチ活動に関する日欧の調整活動に係る経費

・実施機関としての活動経費

◇国際核融合エネルギー機構分担金
13億円（13億円）

◇施設整備費補助金 36億円（43億円）
・幅広いアプローチ活動において我が国が調達を分担する物納機器の製作に係る経
費
・幅広いアプローチ活動におけるサイト整備に係る経費

ＩＴＥＲ計画等の推進

①ＩＴＥＲ計画の推進に必要な経費 38億円(33億円)

・ＩＴＥＲ計画において我が国が調達を分担する物納機器の製作に係る経費

・ＩＴＥＲ計画に関するＩＴＥＲ機構や他の参加極との調整活動に係る経費

・国内機関としての活動経費



電源利用対策電源利用対策1,181,1811億円（億円（1,1761,176億円）億円）電源立地対策電源立地対策 285285億円（億円（298298億円）億円）

●原子力システム研究開発事業【58億円（59億円）】

→革新的原子力システムの実現に向け、競争的資金による
提案公募型事業を実施。

●（独）日本原子力研究開発機構経費
【1111億円（1104億円）】

→核燃料サイクルの確立に向け、高速増殖炉サイクル技術
や高レベル放射性廃棄物の処分技術、再処理技術の研究
開発などを実施。
＜運営費交付金：1079億円（1054億円）＞
＜施設整備補助金：32億円（50億円）＞

●原子力人材育成プログラム 【2.4億円（2.2億円）】

→我が国の原子力分野を支える人材を育成するため、大学
・大院等における教育研究活動を支援。

●地域との共生のための取組の充実【138億円（133億円）】

→原子力施設の立地地域における公共用施設の整備・運営、
産業育成、科学技術の振興等の施策を支援。

●原子力広報・教育支援の推進 【11億円（19億円）】

→エネルギーや原子力に関する教育の取組を支援。また高速
増殖炉「もんじゅ」等の重点施策に係る広報を充実。

●原子力防災対策の推進 【27億円（32億円）】

→原子力施設の緊急時対策を国や地方自治体で充実。

●環境安全対策の推進 【101億円（101億円）】

→地方公共団体が行う原子力施設の周辺地域における環境
放射線監視事業の支援等。

●保障措置に関する技術開発 【6.0億円（5.6億円）】
→大型MOX燃料加工施設に対して必要となる、保障措置シ

ステムの技術開発などを実施。

原子力発電施設の設置・運転の円滑化に向け、立地地原子力発電施設の設置・運転の円滑化に向け、立地地
域に対する交付金や、安全確保等のための措置を実施域に対する交付金や、安全確保等のための措置を実施

高速増殖炉サイクル技術など、エネルギーに関する高速増殖炉サイクル技術など、エネルギーに関する
研究開発のうち、実用化に近い部分を実施研究開発のうち、実用化に近い部分を実施

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定（文部科学省）予算案 平成２１年度予算案：1,466億円
（平成２０年度予算額：1,474億円）


